
不動産の新たな評価手法の開発

- 土地・建物一体の経年減価に対する耐性向上の視点 -

明海大学 小松広明



土地

建物

・土地の収益価格を最大に
する建物ボリューム把握

→ 最適土地・建物価格割合
（建替えボリューム指標）

（静的評価方法）

建物

土地

賃料

使用データ：レインズデータ,オルタナティブデータ等
分析手法：一般化加法モデル、分位点回帰、階層ベイズモデル
・土地価格割合＞建物価格割合 → 賃料の減価 小
・土地価格割合＜建物価格割合 → 賃料の減価 大
→賃料・価格の経年減価スロープを都市別・用途別に明示

（動的評価方法）

使用データ：Webアンケート調査（表明選好データ）
分析手法：共分散構造分析、IPW推定、DID

使用データ：地価公示の鑑定評価書CSVデータ,オープンデータ,
マイクロジオデータ

分析手法：マルチレベルモデル

指定容積率

出典）国土交通省土地・建設産業局、住宅局
「政策レビュー既存住宅流通市場の活性化」2019年

土地価格
割合

建物価格
割合

出典）国土交通省住宅局
「令和３年度住宅市場動向調査報告書」2022年

既存住宅にしなかった理由
消費者情報処理理論
（精緻化見込みモデル）
→人の価値意識構造の見える化

知覚される経年減価

①感情的関与 ②認知的関与

影響大 影響小

①

② ③

⓪

維持管理
良否認識

問題意識



市谷牛込地区(建物初期投資額比45%程度) 浅草北部地区(建物初期投資額比70%程度)

土地の収益価格最大化
使用可能容積率578％ ＞ 指定容積率400％

土地の収益価格最大化
使用可能容積率278％ ＜ 指定容積率400％

・容積緩和が土地の収益価格を高めるとも限らない。収益価格を最大にする使用可能容積率の算定・提示が必要ではないか？

①

出典）山越啓一郎・小松広明（2021）「東京都特別区部の事務所用途における最有効使用に基づいた土地・建物の価格構成割合に関する研究」資産評価政策学会発表スライド一部抜粋



専有面積別にみたアパート賃料の経年減価率
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シングルタイプ

シングルタイプ

シングルタイプ

シングルタイプ

注）縦軸は反転表示
出所）公益財団法人東日本不動産流通機構よりレインズ情報の提供を受けて分析
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シングルタイプ（25㎡未満）居住者の
古さに対する意識構造（女性）

築年スティグマ

CFI＝0.905
TLI＝0.878
RMSEA＝0.096

物理的減価懸念

心理的嫌悪感 機能的減価懸念生活環境的
嫌悪感

ひび割れが目立つ 耐震性が劣る 汚れが目立つ

住宅設備が劣る

間取りが悪い

面積が狭い

遮音性が劣る

防犯性が劣る

プライドが持てない

友人を招きにくい

物件に愛着が
わかない

生活習慣が
異なる

コミュニケーションを
取りづらい

信頼しづらい

e1 e2 e3

e4 e5

e6

e7

e8

e9

e10
e15

e16

e17

e18

e11 e12 e13

e14

e19 e20 e21

e22

経済的減価懸念

見劣りする 賃料が安い 空室が目立つ

0.739*** 0.767*** 0.884***

0.388***

0.805***

0.658***

0.497***

0.651***

0.746***

0.510***

0.315***

0.810*** 0.488*** 0.646***

0.226***

0.777*** 0.695*** 0.783***

0.353***

0.887***

0.842***

0.755***

0.916***
0.430***

0.597***

0.707***0.806***

0.557***

0.767***0.206***

シングルタイプ（25㎡未満）居住者の
古さに対する意識構造（男性）

②

・賃料の経年減価率は、都市、専有面積によって異なる。経年減価の意識は、女性と男性では心理的・機能的ウェイトが異なる。
→人の属性に即応して経年減価意識構造を見える化することで、減価要因を特定し、メンテナンスのB/Cを高められないか？

出典）小松広明（2018）「賃貸用共同住宅の経年減価に対する居住者の意識構造に関する研究」『日本不動産学会誌』第32巻第2号,pp.127-134.

居住者の年齢別
ハザード率曲線

若年層の居住者が認識する
許容経過年数は短い。



購入者（上図）・宅建業者（下図）知覚している
マンションの経年減価の推移（マグニチュード推定法）

宅建業者が知覚する経年減価に対する意識（階層的価値マップ）
（ラダリング）
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新築

築後10年以上15年未満

築後20年以上25年未満

築後30年以上35年未満

統計的有意性あり

購入時築後年数別に
経年減価に格差あり

購入時の築後年数

・マンション購入者の経年減価に対する意識（マグニチュード推定法）は、築浅物件であるほど強く形成されている（DID分析）。
・宅建業者は築後10年以内「新しい」、築後20年以上「古い」と認識。補修・改修コスト意識が経年減価を増幅（ラダリング）。

（マグニチュード推定法）
DID分析

③

出典）江藤幸輝・小松広明（2021）「マンションの経年減価に対する宅地建物取引業者の意識構造」
日本建築学会大会学術講演梗概集 （東海） 2021 年 9 月,pp.341-342.

出典）小松広明（2021）「マンションの購入者が知覚する経年減価の DD 分析」
日本建築学会大会学術講演梗概集 （東海） 2021 年 9 月,pp.243-244.
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調査実施日： 2012年3月12日～16日 被験者数： New York（５社）、London（８社）
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Ｂ・Ｃクラスビルに対する投資家の意識構造（Tokyo）Ａクラスビルに対する投資家の意識構造（Tokyo）

・不動産投資家のオフィスビルに対する許容築年数は、東京25年 ＜ ニューヨーク40年 ＜ ロンドン70年。
・リニューアル後の「賃料・稼働率の上昇期待」が許容築年数に影響。東京9.6％ ＜ ニューヨーク57.1％ ＜ ロンドン88.9％。

→ リニューアル有無比較による価値増分を明示することで、前向きなメンテナンスを促進できないか？

出典）小松広明（2012）「オフィスビルの建築経過年数が不動産価値に与える影響調査」一般財団法人日本不動産研究所『季刊不動産研究』第54巻第２号、pp.54-60．


